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Ｂ－６０ 京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する研究 

（２) 生態学的アプローチによる吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 

１）生態学的吸収量評価モデルの開発 

 ２）生態学的吸収量評価モデルの不確実性解析 
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［要旨］本研究では、日本の森林における広域炭素収支を推定することを目的として、生態学

的なプロセス（光合成・呼吸・土壌分解等）を組み込んだ生態学的炭素吸収量評価モデルを開発

し、リモートセンシングや林業統計（森林インベントリ）手法による推計値との比較によるその

不確実性を評価する研究を実施した。生態学的なアプローチによる炭素収支推定手法は、従来の

林業統計に基づいた炭素吸収量の推定手法とは方法論的に異なるアプローチであるため、林業統

計情報に基づいた京都議定書に関する森林の炭素吸収量の評価に際し、検証（Verification）ツ

ールとしての役割が期待されている。プロジェクトの前半では、グローバルな森林生態学的モデ

ルを日本の森林環境状態に適合するものに改良を進めるとともに、テストサイトにおいて観測さ

れた森林炭素吸収量データによるキャリブレーション分析を実施した。また、全国レベルでの生

態系モデルによる森林炭素吸収量評価に必要となる森林環境情報（１kmメッシュ）の収集と整備

を進め、広域の森林生態系に対する全炭素収支算定を可能とした。後半では、森林簿等の林業イ

ンベントリ情報の一部を生態学的アプローチによるモデルの入力データとして利用することで、

地域的な森林成長の違いを反映することによる吸収量算定精度の向上を図ることができた。炭素

吸収量の算出に際して、樹高成長量や林分密度（本数推移）の推定を生態モデルに組み込むこと

で、植裁や間伐効果の評価も可能となり、現実の森林管理の即した森林生態系の炭素収支を推定

できるようにした。さらに、モデルにより推定された森林成長量や炭素吸収量について、リモー

トセンシングや林業統計手法による結果との比較検討を実施し、樹種によって過大評価したり過

小評価になったりすることが解った。また、実際の施業体系を生態モデルに組み込んで検討した

ところ、森林簿と併せれば全炭素収支の将来予測が可能なことも解った。 

 

［キーワード］炭素吸収量、 生態学的モデル、インベントリ、比較分析、不確実性評価 
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注：当サブ課題には１）生態学的吸収量評価モデルの開発、２）生態学的吸収量評価モデルの不

確実性解析、の２つのサブサブ課題があるが、同一モデルを用いて評価していることから、両者

を統合して報告する。 

 

１．はじめに 

森林の吸収源機能は、京都議定書において認められ、2008年の開始を目前に控えた第１約束期

間(2008-2012年)では、人為的な活動に伴

う温室効果ガスの排出量・吸収量を適切

に算定し、条約事務局に報告することが

義務付けられている。吸収源機能に関す

る報告では、議定書第3条3項および4項活

動に伴う排出・吸収量として、地上バイ

オマスだけでなく、地下バイオマス、枯

死木、リター、土壌の5つのプールについ

て、炭素ストック変化も含めた吸収量を

算定する必要がある。 

本課題では、炭素吸収量の構成要因で

ある森林生態系の光合成等の各プロセス

（図１参照）を生態学的なモデルによっ

て定量化し、森林生態系全体における炭素吸収量の算定を行った。京都議定書は、90年以降の追

加的人為的な活動（3条4項活動）として森林管理（経営）のなされた森林における約束期間（2008

－2012年）での炭素吸収量がカウントされることになるが、本テーマにおけるモデル分析の対象

としては、まずは気候変動枠組み条約上に報告される「管理された森林」全体における炭素吸収

量の評価を生態学的なモデルによって実施することを目標とし、さらに第2約束期間以降に吸収源

の評価手法として取り入れられる可能性がある、広域の森林生態系に対する全炭素収支算定 (フ

ルカーボンアカウンティング) 手法への発展が可能なアプローチを採用することとした。尚、特

に吸収量の算定に当たっては、地上バイオマスの変化量について高精度な推定を行うため、森林

インベントリデータを用いて地域性、樹種などの空間的に詳細なデータを考慮する生態学モデル

の開発を実施した。 

生態学モデルについては、総一次生産(Gross Primary Production: GPP)、純一次生産(Net 

Primary Production: 

NPP)、純生態系生産(Net 

Ecological Production: 

NEP) を 算 定 対 象 と し た 

(図2参照)。また、上記の

モデルに加え、本プロジ

ェクトの他課題との連携

により、伐採などの人為

的影響を加えた純生物総
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図2 GPP,NPP,NEP,NBPの定義 
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図１ 森林における地上部と地下部への炭

素蓄積量の変化 
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生産(Net Biome Production: NBP)を推定するモデルの構築も行った。 

 

２．研究目的 

2008年から始まる京都議定書の第一約束期間を目前に控え、第3条3項、4項活動に伴う吸収量の

評価に向けて、炭素収支算定方法の確立が急務となっている。炭素収支算定方法は、大きく分け

て、１)森林インベントリ(サンプル調査や成長表による材積量から森林バイオマスを推定した値) 

から炭素ストック量の変化を評価する林学的アプローチと、２)計測可能な環境・森林パラメータ

を変数とする生態系モデルを用いて炭素収支を推定する生態学アプローチの２つが考えられる。 

現在、気候変動枠組条約において提出が義務付けられている温室効果ガスの排出・吸収量の国

別報告は、林学的アプローチをベースとするIPCCが作成したガイドライン (96年改訂IPCCガイド

ライン、土地利用・土地利用変化及び林業に関する良好指針（以下、GPG-LULUCF）) に従って、

報告書を作成することが義務付けられている。しかし、この推定手法は、林業活動に伴う統計情

報の経年的な蓄積を前提として炭素収支を近似する手法であり、発展途上国など林業活動のデー

タが乏しい国については、精度の高い結果を保証するものであるとは言い難い。 

国レベルの吸収量を算定するにあたって、長期間にわたって継続的に整備されてきた林学的イ

ンベントリ情報の活用は不可欠であるが、インベントリ情報の中には間接的な推計値も多く含ま

れているため、サンプリング調査や他の算定手法（モデルやリモートセンシング計測）による検

討も含めて、検証方法の構築が必要となる。また、第2約束期間以降に向けて、フルカーボンアカ

ウンティング手法の導入も議論される見通しであり、新たな手法 (リモートセンシング計測、フ

ラックス、生態モデル等) を取り入れた炭素アカウンティングシステムの構築が喫緊の課題とな

っている。 

生態学的モデルによるアプローチは、従来のインベントリに基づく吸収量評価手法をすぐに代

替する段階には到達していないものの、これまでに蓄積されてきた生態学的な知見に基づき、現

在開発が進んでいる 新の計測手法 (リモートセンシングやフラックス計測) における研究成

果を取り入れながら、より直接的にCO2吸収量を推定するアプローチとして発展することが期待さ

れている。 

また、中長期的な吸収源の取り扱いを検討するためには、現在の吸収源活動の動態および、吸

収量の変動を把握するとともに、今後の吸収源活動を予測する手法の開発も必要となってくる。
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図３ 本プロジェクト、サブ課題おける研究計画 
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生態学的なモデルでは森林や環境パラメータを変更した状況でのシミュレーションによる検討が

可能となるため、将来の気候変動や様々な吸収源対策シナリオに対する評価や予測も可能となる

点に大きなメリットがある。本課題では、生態学的なアプローチに、日本の森林状況をより適切

に反映するために、インベントリデータの利用を組み込んだモデルを新たに開発し、炭素吸収量

評価し、その不確実性を検討することを目的とした。研究のフローを図３に示す。 

３．研究方法 

(１)生態学的モデルについて 

生態学的なアプローチによるモデルの特徴・利点は、各種の計測手法 (リモートセンシング等) 

によって取得される植生のバイオマス・光合成に関する情報や、日本各地において展開されてい

る森林生態系における各種計測情報を活用することにより、森林生態系における炭素ストック変

化の推定を展開できる点にある。また、生態系モデルの中の樹齢構造 (林分構造) パラメータを

調整することによって、従来の林学的インベントリでの成長表による材積蓄積量の変化からは把

握することが困難であった、残材や土壌における炭素収支の動的変動のモデル化が可能となり、

森林管理等の吸収源活動の変更に伴う森林生態系全体でのCO2吸収量の変動を定量的に評価する

ことが期待される。また、生態学的なモデルに、森林インベントリデータを併せて用いることで、

様々な地域、様々な樹種に適用できるモデルを作成することが可能となる。さらに、森林の吸収

量に大きな影響を及ぼす人為活動を加えることにより、第２約束期間以降のフルカーボンアカウ

ンティングに対応したモデルの構築が可能となる。 

本テーマにおいて開発された生態系モデルの概要を図4に示す。森林生態系におけるCO2の吸

収・排出に関与する各プロセス (光合成量、植物呼吸、落葉・残材、土壌呼吸、伐採等) が直接

組み込まれており、計測可能な気象情報や

森林特性からモデルのパラメータが決定

され吸収量が評価できるようになってい

る。 

 

モデル構築の方針 

吸収量評価システムの構築に際しては、

広域な推定において不確実性を抑制する

必要があり、適度な複雑さを持つモデルの

開発が重要となる。本研究では、モデルの

複雑さとパラメータ設定に関しては下記

の方針に従いモデル構築を進めることとした。 

 観測データが得られないプロセスを組み込んで過度に複雑なモデルになることを避け、広域

にわたり頑強な推定値を得ることができるようパラメータ選択する。 

 吸収量算定に影響を与える入力パラメータを出来る限り妥当な値に設定する (テストサイト

のデータに対する過剰適合を避ける)。 

 森林・気象関係のデータ (樹種、樹齢、気温、日射量等) を地理情報化し、１km の分解能の

メッシュデータで与える。 

 1ｋｍの分解能で指定できないパラメータについては、過去の実験的モデル (オズナブルック
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図４ 森林生態系の吸収量評価モデルの概念



B-60-  122

生物圏モデル等) から得られた値に設定する。  

森林インベントリ情報に基づいた炭素吸収量評価のアプローチでは、樹木の材積量 (幹部分の

体積) の推定値から、森林の炭素ストック量を推定し、その時間変化から炭素吸収量を推定する。

この方法では、これまでに林業に関連して蓄積している情報を活用する利点があるものの、材積

量から森林全体のバイオマス(体積) を推定する係数 (Expansion Factor) や、土壌やバイオマス

中の炭素含有量を推定する係数 (Conversion Factor) の不確実性が問題となる。一方、生態学ア

プローチでは、森林生態系の炭素吸収に関与する各プロセス (光合成量、植物呼吸、落葉・残材、

土壌呼吸、伐採等) を、各種計測データに基づいて直接モデル化することが可能である一方、異

なる条件の多くの地点におけるデータを取得することは事実上不可能である。そこで本研究では、

生態学アプローチにより時間的に詳細なデータを取得し、これを基本とした上で、森林インベン

トリ情報を用いることで空間的に詳細なデータを取得するという手法を用いる (前出図4)。 

 

モデルの入出力パラメータ 

本研究で開発するモデルにおける主要変数と入・出力パラメータを図5に示す。入力パラメータ

は、気温、降水量、日射量、日照時間、樹種・樹齢別面積である。本モデルを用いたシミュレー

ションにおいて、気温・日射量等の気象情報はメッシュ気候値を用い、森林情報は林小班単位の、

国家森林資源データベースの情報を1kmメッシュに再構築されたものを活用している。尚、土壌の

生産性については、各林分単位では重要な変数であるが、本研究では、日本全体もしくは都道府

県単位では平均的な値を用いることとした。人工林における伐採期間については、広嶋による伐

採モデルの値を用いる。これにより、将来の吸収量の推定に関して林産材の需要予測や、将来計

画を導入することが可能となる。一方、本モデルによって出力可能なパラメータは、光合成の総

量に当たるGPP、植物による呼吸量を差引いたNPP、さらに土壌による呼吸を差引いたNEP、そして

さらに伐採等の影響を差引いたNBPである。そのため京都議定書では、生態学的には、3条4項活動

として登録される森林における、NBPが炭素吸収量としてカウントされることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

図5 モデルの主要変数と入力・出力パラメータ 

 

本モデルでは、森林生態系全体の炭素ストックの長期的な変動を評価することが可能であるが、

土壌中炭素蓄積量の推定については、モデル化を行うための情報が十分に得られていない。また、

土壌中炭素蓄積量は短期間では大きく変化しないことが予測されるため、本プロジェクトでは地

上部バイオマスの推定精度の向上に注力することとした。 
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TsuBiMo概要 

 生態系モデルにはTsuBiMo(Tsukuba Biosphere Model)をベースとした。TsuBiMoでは、GPPの推

定では、温度依存性にArrhenius型関数を用い、個葉の日射依存性にMichaelis-Menten型関数を用

いている。これらを門司－佐伯理論等に従って林分単位にスケールアップすることで林分のGPPを

求めている。NPPの推定は、GPPとNPPの経験則に従い次の式で推定する。 

( )[ ]1863exp11350 GPPNPP −−⋅=        (1) 

バイオマス量は、相対成長モデルを用いることによって、バイオマス量(B)とその林齢(t) との関

係を数量化すると次式で表される。 

 ( ) 2
1

btNPPbtB ⋅⋅=          (2) 

上式で b1、b2 はデータベースより各々0.591、0.792とする。NEPは上式を時間で微分することに

より次の式で推定される 

 
1

21
2 −⋅⋅⋅= btNPPbbNEP         (3) 

TsuBiMoは天然林を基礎として開発されたモデルである。これを拡張して植林や伐採等の人為影響

を考慮するように拡張をおこなうこともされているが、定性的な傾向を把握するものである。

TsuBiMoは単純かつロバストなモデルであるが、天然林での観測値との一致度は高いモデルである。

TsuBiMoによる日本全国の吸収量予測を図6に示す。 

日本の林業インベントリ情報 

 日本は国土の67%を森林が占め、そのうち41%を人口林が占める。人工林には森林簿があり、林

分毎の面積や施業の情報が記録されている。森林簿は都道府県毎に記録方法や内容が異なるが、

 

図6 TsuBiMoによるCO2吸収量推定 
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面積、樹種、樹齢の記録は大半の都道府県で行われている。また、林業を行う上で、地方や都道

府県毎に蓄積表が用いられている。この蓄積表は、地位級毎もしくは平均的な蓄積量の時間変化

を表したものである。この表を参考にしながら材積の推定を行う。一方、人工林林分密度管理図

は、樹高・本数と材積の関係や、自己間引きの影響をインベントリ情報を集積して作成したもの

で、間伐を行う際の参考にする情報である。これは、樹高成長は林分密度に依存しないという経

験則に基づいて作成されたものである。 

 

TsuBiMoの人工林への拡張 

 日本の人工林における吸収量の算定には、TsuBiMoをそのまま用いるにはいくつかの問題点があ

る。以下に問題点を挙げる。 

• 成熟した林分のGPPは一定となりNPPも一定となるため、林分は永遠に成長する 

• 間伐などの施業の影響を取り込むことが困難 

前者は高齢林化が進行する日本の現状にそぐわず、後者は間伐による排出と成長の回復を正し

く評価することが困難なものとなる。上記の二点について拡張・改良を行う。 

 TsuBiMoではNPPはGPPから一意に推定されるが、これはTsuBiMoが高齢林を想定していないこと

が原因と考えられる。そのため、本課題では、呼吸を考慮するモデルへの改良を加えることとし

た。間伐の影響を考慮するには、林分密度管理図と同様に、樹高・本数の推定を行い、材積は樹

高・本数の関数として表す手法を用いる。樹高成長にTsuBiMoの成長モデルを適用し、本数の変化

は林分密度管理図に従うとする。 

これにより、枯死木の推定は、林

分密度管理図の経験則に基づくも

のとする。また、従来のTsuBiMoで

はGPPの温度依存性が強すぎると

の指摘があるため、個葉のGPPの推

定 に は 広 く 用 い ら れ て い る

Farquhar式を適用する。計算に使

用したデータを表１に示す。 

 

GPPの推定 

 上述のように個葉のGPPの推定にはFarquhar式を用いた。Farquhar式では、二酸化炭素濃度、気

温、日射量等が必要となるが、本プロジェクトでは、気温と日射量のみを月ごとの入力として取

り扱いを行った。林分への拡張は門司－佐伯の方法を用いた。また間伐の影響を考慮するため、

GPPは林分密度に比例すると仮定した。 

 

NPPの推定 

 NPPの推定は、GPPから呼吸を差し引く手法を用いた。呼吸は、地上部の木部と枝・葉部に分け

て取り扱う。これは、根部は地上部の木部と相関があるためである。枝・葉部の量は、林分密度

の関数として取り扱いを行う。 

表１ 計算に用いた入力条件 

変数 単位 引用元 

月積算日射量 MJ m-2 メッシュ気候値 

月積算日照時間 hour メッシュ気候値 

平均気温 ℃ メッシュ気候値 

月積算降水量 mm メッシュ気候値 
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Gth RRRGPPNPP −−−=  

10
15

0.20.5
−

××=
T

h LR  

10
15

0.205.0
−

××=
T

t BR  

BRG Δ×= 3.0  

Rhは葉量に比例する呼吸、Rtはバイオマス量に比例する呼吸である。Ryは林分密度、Rgはバイオマ

ス増加分の成長呼吸、Bは地上部バイオマス量、Lは葉量である。 

 

バイオマス量の推定 

 TsuBiMoと同様の手法を用いた。TsuBiMoではリターの量は次の式で表される。 

 ( ) ( ) ( )1
21

21 −⋅⋅−⋅= btbbtNPPtL  

59.01 =b 、 792.02 =b とすると、上式は下記の式で近似できる。 

( ) ( ) RyttBtL ××≈ − 7176.0
 

これより、枯死を除いたバイオマス変化量は、 

 ( ) 7176.0−×−= ttBNPP
dt
dB

 

また、材積(地上部バイオマス)は樹高と単位面積あたりの本数の関数とした。 

 ( )HNftV ,)( =  

N は単位面積あたりの本数を表し、 H は上層樹高を表している。但し、 

 
dV
dHta

dV
dH

dt
dV

dt
dH b⋅==  

とする。 dVdH 、d 、 g は人工林林分密度管理より求めることが出来る。単位面積あたりの本数

は、密度管理図と同じ方法で算出する。用いる変数は樹高、材積、同一自然枯死線の材積0の値で

ある。単位面積あたりの本数の減少は枯死に相当するため、枯死は明示的には導入をしていない。 

 

伐採量の推定 

 間伐に関しては、林分密度(Ry)が0.8になると0.7に減少させる。主伐に関しては、広嶋による

林齢別伐採量推定を用いた。伐採推定は次の通りである。 

1. 1990年、1995年の森林資源現況の齢級別人工林面積の差より90～94年の齢級別伐採面積を

便宜的に計算 

2. 1の伐採面積では、低齢級で過大な値となる誤差がみられるので、別途伐採率を計算し、こ

れに寿命分布モデルをあてはめて、90～94年の齢級別伐採率を模式化 
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3. 90年、95年の齢級別人工林面積は16もしくは17齢級に、一括表示があるため、便宜的に齢

級上限を延長 

4. 3の90年齢級別人工林面積に2の齢級別伐採率を乗じて、90～94年の齢級別伐採面積を推定 

5. 2の齢級別伐採率は変化しないと仮定して、3の95年齢級別人工林面積に2の齢級別伐採率を

乗じて、95～99年の齢級別伐採面積を推定 

6. 1998～2002年、2003～2007年、2008～2012年の齢級別伐採面積は「重要な林産物の需要及

び供給に関する長期の見通し」における、すう勢シナリオによる予測値を援用 

7. それらを単年当たりの伐採面積に換算 

 

(２)樹高成長の精度検証について 

さらに、森林簿の精度検証、および補完を目的として、空中写真とLiDARを用いた樹高成長の推

定手法 DCHM (Digital Canopy Height Model) について研究開発を行った。森林インベントリの

基礎データとなる森林簿には、モニタリング機能が欠如しており、データの更新システムにも限

界があることから、時間の経過とともに精度の低下が避けられない状況にある。また、面的な森

林情報の整備は、現地調査に膨大な労力・時間・費用が発生するためこれまで困難であるとされ

てきた。これらの背景を踏まえ、本研究では、吸収量評価に必要な情報である道路開発や農地開

発等の伐採活動・皆伐や間伐、択伐などの森林施業の抽出および樹木の成長量を捉えるには、高

さ情報の利用が有効であると考え、時系列DSM (Digital Surface Model) による定量的な森林モ

ニタリング手法の開発を行い、その有効性について評価を行った。 

  

４．結果・考察 

(1) 収穫試験地データとの比較 

 収穫試験地の内、人工林のデータとモデルの結果比較を行ったところ定量的、定性的に良い一

致を得ることができた。これは生態モデルの適用が妥当であることを示している。収穫試験地の

データと生態系モデルの結果を検討したところ（図７）、成長は直線的に伸び、間伐による吸収

量の増大（年間成長量の増加）は見られず、その原因としては50年生以下の林分では葉部の呼吸
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図7 収穫試験地のデータとモデルの比較 
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が木部の呼吸量に比較して大きい為であった。40年生以下の林分では、むしろ伐採によるGPPの減

少が効果を持ち、若干ではあるが間伐を行った林分の方が成長は小さくなる傾向が見られた。モ

デルでは、60年生以上の林分で間伐を実施した場合はCO2吸収量を増加させる結果となった。しか

し、高齢人工林の間伐に関するデータが不十分であるため、モデルの正当性の検証を十分に行う

ことが出来なかった。100年を越す林分では、本プロジェクトで開発した生態モデルでは適用が可

能か否かの判断を下すことは、そのような林分が希少であるため全く出来なかった。今後の課題

として60～100年の人工林での間伐のデータを収集し、100年以上の人工林のデータを検索する必

要がある。 

 

(2) モデルの愛媛県への適用と不確実性の評価 

 本プロジェクトで開発した生態モデルに、本

課題の他サブテーマによる伐採モデルを結合

したモデルを愛媛県に適用し、不確実性の解析

を行った。森林のデータは、国家森林資源デー

タベースより、樹種・林齢別の面積を３次メッ

シュに再配分したものである。日射量は、気象

庁のメッシュ気候値の、月積算日射量と月積算

日照時間の双方を用いた。気温も同様にメッシ

ュ気候値の月平均気温を用いた。土壌に関する

制約は一律に光合成を0.75倍した。この数字は

愛媛県に隣接する高知県の森林簿の林齢40年

の平均樹高とモデルの結果が一致するもので

ある。モデルの計算結果（図８）より2005年の

CO2吸収量は0.269Mt-C/yrとなった。この値は、

イ ン ベ ン ト リ デ ー タ に よ る 推 計 値

（0.268Mt-C/yr）と比較したところ、かなり近

い値が得られているはいるものの、モデルから

作成される蓄積表とインベントリの蓄積表との

相違がある。この違いは次のような要因による

ものと考えられる。 

1. インベントリ調査による吸収量算定では、

間伐等を含んだ平均的な成長量により蓄

積表を作っているが、本モデルでは間伐

の影響が直接カウントされるため、スギ

では過小評価となっている 

2. スギの蓄積がやや過小評価となっている

が、ヒノキの蓄積は大きく、特に50年生

以上では大きく過大評価となっている 

ヒノキの蓄積が大きく過大評価となった

t-C/ha/yr

2005年

t-C/ha/yr

2005年

 

図8 愛媛県における2005年のCO2吸収量 

吸収量：0.237Mt-C/yr
t-C/ha/yr

2012年

吸収量：0.237Mt-C/yr
t-C/ha/yr
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図9 愛媛県における2012年のCO2吸収量 
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理由は不明であるが、本モデルの結果は中国地方の結果と近い値となっている。蓄積表では、四

国の蓄積は他の地域に比較してかなり小さく、施業方法や、伐採の影響を受けているのではない

かと考えられる。 

 

(3) 2012年の吸収量予想 

 2012年のCO2吸収量の推定を行った。2012年にはCO2吸収量は2005年と比較して88%まで落ち込む

（図９）。これは多くの人工林の林齢が50年以上なるため、成長が小さくなるためである。今回

の計算には、CO2濃度や気候の変化は含まれていないが、それらの影響よりもかなり大きな減少と

なる。 

 

(4) 伐採の不確実性が与える影響 

 日本全体の伐採量が2005年以降、年率3%で増加した場合、2012年の吸収量は5%減少し、年率3%

で減少した場合は、CO2吸収量は4%増加する結果となった。京都議定書では、伐採即排出とカウン

トされるため、林産業の活性は排出の増加となる。しかし、伐採後の木材は漸次排出されるため、

伐採木材における炭素ストックまでを考慮すると、現実には、伐採量の10%増加は、吸収量の2%以

下の減少にしかならない。この2%以下の減少は、主に植裁直後の幼齢林の低GPPによるものである。

伐採木材の貯留効果を考え、10年程度の排出をより正確に算出するアカウンティング方式として

は、伐採木材の取り扱いを含めたフルカーボンアカウンティングに則った何らかの吸収量算出が

より現実との差違が小さいとの結論を得た。このため、今後に検討される第2約束期間以降のアカ

ウンティング方式としては、このより科学的な炭素収支との整合が取れるフルカーボンアカウン

ティング方式の導入が科学的には望ましいものと考えられる。 

 

(5) 樹高成長の精度検証について 

全国に分布する森林には、森林簿が存在しない区域も存在する。また森林簿の地位級が必ずし

も正しい値となっていない可能性もある。そこで広範囲における樹高成長を推定するため、空中

写真とLiDARを用いる樹高成長の推定手法 DCHM (Digital Canopy Height Model) を用いた一連の

研究開発を行い、次の知見を得た。 

第一に、過去に撮影された空中写真を用いて写真測量を行う際、現在取得したLiDAR (Light 

Detection And Ranging)による測定結果を加えることによって、高精度な時系列のDSMを作成す

ることが可能であることを示した。その精度については、LiDARデータと比較した結果、本手法は、

LiDARに対して±2.5ｍ以内に較差が含まれるピクセルが全体の7割を占めるという、実用に耐え得

る精度を達成していることを示した。第二に、この結果を基に、時系列DSM (Digital Surface 

Model) を用いて、伐採活動と森林施業の抽出、および樹高成長量の算出における有効性を評価し

た。伐採活動・森林施業の抽出では、伐採活動と皆伐については、ほぼ100％に近い割合で抽出す

ることが可能であることが示された。また間伐については、施業のパターンによって抽出率が異

なり、択伐に関しては抽出が難しいことが明らかとなった。第三に、高解像度衛星画像を用いた

樹種判別を行った。それら結果を組み合わせた解析を行ったところ、樹高成長量の算出では、ス

ギ・ヒノキ・広葉樹という3種類の樹木に関する樹高成長量について、森林の発達段階に応じて成

長量に違いが見られるという一般的な認識を、本手法によっても確認することができた。図10に
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高山におけるスギの樹高の推定値とインベントリデータの比較を示す。マークが推定値で、これ

を回帰したものが波線である。実線は地位級１の樹高成長である。該当区域の地位級は不明であ

るが、ほぼ地位級１の成長と一致していることが確認された。今年度開発した手法を、森林簿が

無い区域に適用することで、全国の成長予測が可能となり、これに生態モデルを組み合わせるこ

とで将来予測やフルカーボンアカウンティングが可能となることが示唆された。 
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図10 空中写真による樹高成長の推定とインベントリデータの比較 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

本研究では、森林における炭素収支を推定することを目的として、生態学的なプロセスを組み

込んだモデル開発の実施を行った。研究の中で、フルカーボンアカウンティングに資するモデル

を開発することが重要であることが判明し、間伐や主伐といった人間活動の影響を考慮すること

が可能なモデルの開発を行った。これは生態学的プロセスモデルの中に林業活動の影響を加味す

るだけでなく、林業活動（特に主伐）の予測も取り込んだ、いわば林業－生態モデルの開発をお

こなった。このように、高度な林業活動の将来予測と生態学的プロセスモデルの結合モデルは、

少なくとも我が国においては皆無であり、世界的にも例がほとんど見られない。このモデルの利

点は、将来の気候変化がCO2吸収量に与える影響を考慮し、かつ林業活動の将来予測や、林業政策

がCO2吸収量に与える影響を考慮できるモデルである。これは、間伐材の利用や、伐採木の利用方

法を取り込むことで、フルカーボンアカウンティング評価に直接的に貢献できるモデルの第一歩

となった。詳細な成果は次の通りである。 

・ 京都議定書第１約束期間の 終年では、吸収量は2005年比の88%程度まで落ち込む事が示され

た。 

・ 現在の伐採即排出のルールでは、林業活動の拡大（伐採量の増大）はCO2排出量の増大を意味

するが、伐採後の木材利用による大気中への排出遅延を考慮すると、伐採時期に達し、今後

成長量が減少すると見られる森林が多く存在する愛媛県では、林業活動の拡大はCO2排出量の

減少に繋がる可能性があることが示唆された。 

今後の課題は土壌中の炭素収支の変化である。生態学的プロセスモデルによる土壌中炭素収支
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の推定を行い、インベントリ調査の結果との比較を行ったが、良い一致が見られなかった。森林

の土壌中炭素収支のモデル化に関しては、今後一層の研究が必要と考えられる。これは、今後増

大する可能性が見込まれる、バイオマスエネルギー利用が、土壌中炭素蓄積量に影響を与える影

響があるためである。それは、現在は利用価値に乏しく、山林に放置される枝、葉等のいわゆる

林地残材に利用価値が生じる可能性が高まっている。その結果として、土壌に入る有機物の量が

これまでとは変化する。これにより、土壌中炭素蓄積量に変化が起こる為である。また、本研究

で開発したモデルでは、若齢林から壮齢林までの人工林では間伐によるCO2吸収量の増加は見られ

なかった。しかし、間伐を行うことで土砂流出を減少させる効果があることも事実である。土砂

流出も森林からのCO2排出になるため、間伐と土砂流出の関係をモデル化することが必要と考えら

れる。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

・ 環境省地球環境局「森林等の吸収源に関するワーキンググループ」検討会において、京都議

定書における吸収源の取り扱いに関する国際交渉の進展に合わせて提案する吸収源オプショ

ンの検討において、本研究成果であるモデル分析から得られる科学的な知見に基づいて検討

に貢献した。 

・ 環境省「温室効果ガス排出量算定方法検討会：森林等の吸収源分科会」検討会において、京

都議定書で認められた吸収源活動に伴う炭素吸収量を国連に報告するための算定方法の検討

に際して、本研究成果であるモデル分析から得られる科学的な知見に基づいて検討に貢献し

た。 

・ 林野庁「森林吸収源計測・活用体制整備強化事業検討会」検討会において、京都議定書で認

められた吸収源活動に伴う炭素吸収量を計測するための手法の検討に際して、本研究成果で

あるモデル分析から得られる科学的な知見に基づいて検討に貢献した。 
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